
令和６年度 退職事務説明会

退職手当について
福利課企画管理班

本日の内容

１ 退職手当の計算
退職時の給料月額

勤続期間

退職事由

調整額

２ 退職手当計算内訳書

３ 退職手当から控除されるもの

４ 退職手当の手続きとスケジュール

５ 福利課のＨＰの紹介
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退職手当計算に必要な３つのポイント

１ 退職手当の計算

退職時の給料月額 × 支給割合 ＋ 調整額

勤続期間 退職事由
退職時の
給料月額

基本額

退職手当計算に必要な３つのポイント
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 退職時の給料月額

退職日における

本俸 ＋ 教職調整額 ＋ 給料の調整額

条例で規定
されている
給料表の額

本俸の４％
教育職給料表（一）・（二）
１級・２級・特２級適用職員
7,700円 教育職給料表（一）３級
7,500円 教育職給料表（二）３級

特別支援学校勤務者や
特別支援学級担当者に

支給される、
いわゆる「特担手当」

☞ 退職手当計算の基礎となる

本俸 教職調整額 給料の調整額 退職時の給料月額
４２１，１００円 ＋ １６，８４４円 ＋ ０円 ＝ ４３７，９４４円
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 勤続期間

☞ 退職手当計算の「支給割合」に関わる

🄰 基礎となる期間 ＋ 🄱 通算期間 － 🄲 除算期間

※１ １日でも在職した月は、１月と数える
※２ １年未満の端数は切り捨てる

在職期間 ※１

※２
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🄱 通算期間
他の公務員期間

🄰 基礎となる期間
宮城県職員として在職した期間

🄰 基礎となる期間
宮城県職員として在職した期間

🄱 通算期間
他の公務員期間

🄱 通算期間
非常勤講師・私立学校教諭等
旧所属で退職手当を支給済み

🄰 基礎となる期間
宮城県職員として在職した期間

①在職期間として通算できる場合

②在職期間として通算できない場合

H1.4.1 H3.4.1
宮城県採用

R7.3.31
退職日

在職期間３６年（A＋Bの期間）

在職期間３４年（Aの期間のみ）

例1）

例2）

H3.3.30

支給要件を満たさない期間

空白
期間

H1.4.1

H1.4.1

H3.4.1 R7.3.31

R7.3.31H3.4.1

☞ 🄱 通算期間
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※ 上記表に記載のない産前産後休暇や病気休暇等は、除算されない（勤続期間に含まれる）。

☞ 🄲 除算期間
〇 休職
〇 停職
〇 大学院修学休業
〇 育児休業

月の初日から末日まで勤務しない月が１か月以上あったとき
は、その月数の１／２
※ただし、育児休業の場合は当該育児休業に係る子が１歳に達した日の属

する月までの期間については、その月数の１／３

〇 育児短時間勤務 月の初日から末日まで育児短時間勤務をした月が１か月以
上あったときは、その月数の１／３

〇 高齢者部分休業の期間 ７時間４５分をもって１日とし、３０日をもって１月として換算し
た月数の１／２

〇 組合専従の期間
〇 自己啓発等休業
〇 配偶者同行休業

月の初日から末日まで勤務しない月が１か月以上あったとき
は、その全部の月数
※ただし、自己啓発休業のうち公務運営に特に質するものと認められること

等要件に該当する場合は、その月数の１／２

出産：平成3年7月
育休：平成3年9月15日から

平成4年3月31日まで

月の初日から末日まで勤務しない月が除算対象月となるため

平成3年10月から平成4年3月
➡ 6月×1/3※＝2月…除算期間

在職年数 除算期間

３６年０月－ ２月 ＝ ３５年１０月 ⇒ 勤続年数３５年（１年未満の端数月切り捨て）

H1.4.1

🄲
除算
期間

🄰＋🄱　在職期間

R7.3.31

除算期間２月

在職期間 ３６年
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☞ 退職手当計算の「支給割合」に関わる

退職事由

勤続年数が同じであっても、「定年」、「自己都合」などの退職事由に
よって、退職手当額が変わってくる

※ ６０歳に達した日後から最初の３月３１日までの期間に加え、６０歳に達した日後の最初の
４月１日以後、定年引き上げ後の定年前に「自己都合」により退職した者の退職手当の基
本額については、当分の間、「定年退職」の支給割合を用いて算出される。

定年退職・・・支給割合 ４７．７０９
＝ ４３７，９４４円 × ４７．７０９

＝ ２０，８９３，８７０円（１円未満の端数切り捨て）

自己都合退職・・・支給割合 ３９．７５７５
＝ ４３７，９４４円 × ３９．７５７５

＝ １７，４１１，５５８円（１円未満の端数切り捨て）

⇒ ３，４８２，３１２円 の差額が発生する
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勤続年数３５年
退職時の給料月額 ４３７，９４４円



勤
続
年
数

第３条 第４条 第５条

自
己
都
合

11
年
未
満
勤
続

定
年
・
勧
奨･･･

公
務
外
傷
病

25
年
未
満
勤
務

公
署
の
移
転
等

11
年
以
上
25
年

未
満
勤
続

定
年
・
勧
奨･･･

公
務
上
死
亡･

傷
病
・
整
理

25
年
以
上
勤
務

公
署
の
移
転
等

25
年
以
上
勤
続

定
年
・
勧
奨･･･

1 0.5022 0.837 0.837 1.04625 1.2555･･･

･･･

･･･

･･･

･･･

･･･
9 4.5198 7.533 7.533 9.41625 11.2995

10 5.022 8.37 8.37 10.4625 12.555

･･･

･･･

･･･

･･･

･･･

･･･

24 26.3655 26.3655 31.282875 31.282875 31.8897

25 28.0395 28.0395 33.27075 33.27075 33.27075･･･

･･･

･･･

･･･

･･･

･･･

34 38.7531 38.7531 46.83015 46.83015 46.83015

35 39.7575 39.7575 47.709 47.709 47.709

･･･

･･･

･･･

･･･

･･･

･･･

40 44.7795 44.7795 47.709 47.709 47.709

☞ 支給割合

退
職
事
由

※支給割合の略図

・・・勤続年数と退職事由によって定められている率
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平成１９年４月１日以降に、給料月額の減額改定以外の
理由（※）によって給料月額が減額されたことがある場合
で、減額前の給料月額（特定減額前給料月額）が退職時
の給料月額よりも多いときは、その多かった給料月額を
勘案して退職手当を計算する。

※ 特別支援学級担任解除により給料の調整額が支給されな
くなった、教頭から教諭に降格した、などの場合をいう。

※ 「定年引上げに伴う６０歳に達した日後の最初の４月１日
以降の給与の７割水準支給」も対象となる。

☞ 基本額の特例
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退職手当の基本額

☞ 基本額の特例の事例①

🄱 退職日

給料月額
🄰 特定減額前

給料月額

支給割合㋐

支給割合㋑

退職日特定減額日
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☞ 基本額の特例の事例②

いわゆる

２段階ピーク
時特例

退職手当の基本額

支給割合㋐
支給割合㋑

支給割合㋒

特定減額日 退職日７割措置開始日

🄰 特定減額前

給料月額

🄲 退職日

給料

月額

🄱 給料月額

７割措置

直前
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給料月額7割措置直前の給料月額よりも前に、給料月額のピーク時があった場合



退職時の給料月額 × 支給割合 ＋ 調整額

退職手当計算に必要な３つのポイント

勤続期間 退職事由

退職手当の計算（再掲）

退職時の
給料月額
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 調整額

区分 第1号 第2号 第3号 第4号 第5号 第6号 第7号 第8号 第9号 第10号

調整額 78,750 70,400 65,000 59,550 54,150 43,350 32,500 27,100 21,700 0

☞ 職員の区分毎に定める調整月額のうち、在職期間
の各月（休職月数等を除く）における額の多いものから
６０月分の調整月額を合計した額。

※１ 勤続期間と同様に、休職・停職・大学院修学休業・育児休業等で月の初日
から末日まで勤務しない月を除算します。

※２ 勤続４年以下の退職者は、計算した合計額の１／２相当額とします。
※３ 自己都合退職者で勤続１０～２４年の者は、計算した合計額の１／２相当

額とします。
※４ 自己都合退職者で勤続９年以下の者は、調整額は不支給とします。
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ハ　２１年４月１日からの適用区分（技能職については平成２７年３月３１日までの適用区分）

区分 第１号 第２号 第３号 第４号 第５号 第６号 第７号 第８号 第９号 第１０号

調整月額 78,750 70,400 65,000 59,550 54,150 43,350 32,500 27,100 21,700 0

行政職
１０級
期20%

９級
期20%

８級
期20%

７級
期15%

６級
期15%

５級
期10%

４級
期10%

３級
期5%

２級・１級

教育職(一)
４級
期20%

４級
管６種
期15%

４級期15%
３級管６種

３級　期10%
２級期10%のうち
注８の者
特２級のうち特２級
在職４年以上又は
注８の者

２級期10%
特２級

２級・１級
期5%

２級・１級

教育職(二)
４級
期20%

４級
管６種
期15%

４級期15%
３級管６種

３級　期10%
２級期10%のうち
注８の者
特２級のうち特２級
在職４年以上又は
注８の者

２級期10%
特２級

２級
期5%

２級・１級

研究職
５級
管１種
期20%

５級
期20%

４級
管４種
期15%

４級 期15%
３級のうち注４の
職

３級のうち注５の
職

３級
期10%

２級
期5%

２級・１級

医療職(二)
医療職(三)

７級
期15%

６級
期15%

５級のうち注７の
職

５級
期10%

４級  期5%
３級　期5%

3級・2級・1級

技能職
４級
期10%

３級　期5%
２級　期5%

３級・２級・１級

　注１　期　％　：　期末手当等の役職段階別加算割合 　注８　勤続期間が博士課程修了にあっては30年以上，修士課程修了に
　注２  管　％　：　管理職手当の支給割合 　　　あっては33年以上，大学卒にあっては35年以上，短大卒にあっては
　注３　管　種　：　管理職手当の支給額により区分 　　　37年以上，高校卒にあっては39年以上であった者
　注４　技術副参事，総括研究員
　注５　技術補佐，技術次長又は上席主任研究員
　注６　技術補佐，技術次長又は上席技術主幹　
　注７　技術補佐，技術次長

☞ 退職手当の調整額に関する区分表
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平成２９年４月１日から令和６年３月３１日までの８４月
→ 校長（教育職(二)４級、管理職手当６種、期末加算１５％）⇒ 第５号
令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで１２月
→ 教諭（教育職（二）２級、期末加算１０％）⇒ 第８号 の場合

額の多いものから６０月分の調整月額を合計した額となる

第５号（５４，１５０円） × ６０ 月 ＝ ３，２４９，０００円

☞ 調整額の算出例

ハ　２１年４月１日からの適用区分（技能職については平成２７年３月３１日までの適用区分）

区分 第１号 第２号 第３号 第４号 第５号 第６号 第７号 第８号 第９号 第１０号

調整月額 78,750 70,400 65,000 59,550 54,150 43,350 32,500 27,100 21,700 0

行政職
１０級
期20%

９級
期20%

８級
期20%

７級
期15%

６級
期15%

５級
期10%

４級
期10%

３級
期5%

２級・１級

教育職(一)
４級
期20%

４級
管６種
期15%

４級期15%
３級管６種

３級　期10%
２級期10%のうち
注８の者
特２級のうち特２級
在職４年以上又は
注８の者

２級期10%
特２級

２級・１級
期5%

２級・１級

教育職(二)
４級
期20%

４級
管６種
期15%

４級期15%
３級管６種

３級　期10%
２級期10%のうち
注８の者
特２級のうち特２級
在職４年以上又は
注８の者

２級期10%
特２級

２級
期5%

２級・１級

研究職
５級
管１種
期20%

５級
期20%

４級
管４種
期15%

４級 期15%
３級のうち注４の
職

３級のうち注５の
職

３級
期10%

２級
期5%

２級・１級

上記校長の期間 上記教諭の期間
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２ 退職手当計算内訳書

３つの例を参考に、

退職手当計算内訳書

を確認します。

※退職手当計算内訳書の様式は変更になる場合があります。
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☞ 例① 公立太郎さんの場合
昭和３８年１２月２４日生（退職時年齢６１歳）
職名：R６.３.３１日まで校長／R６.４.１から教諭
退職事由：定年退職
勤続年数：H３.４.１～R７.３.３１（３４年）
最終学歴：大学４年

③ 勤続年数・在職年数・除算年数
右：H3.4.1～R7.3.31の期間
左：特定減額前（H3.4.1～R6.3.31）までの期間

⑤ 調整額
第５号 H３１.４.１～R６.３.３１（６０月） 校長
→教育職(二)４級、管理職手当６種、期末加算１５％

④ 勤続年数・退職事由・支給率
右：退職時の勤続年数に応じた支給率
左：特定減額前までの勤続年数に応じた支給率

⑥ 退職手当決定額

⑦ 現金支給額

１２

６

５

４

３

７
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① 退職時の給料月額（R7.3.31）
② 給料月額７割措置直前の給料月額

（R6.3.31）



☞ 例② 福利公一さんの場合
昭和３８年５月１日生（退職時年齢６１歳）
職名：教諭
退職事由：定年退職
勤続年数：H２.４.１～R７.３.３１（３５年）
最終学歴：修士課程

⑦ 退職手当決定額 ⑧ 現金支給額

１２３

７

６

５

４

８

⑥ 調整額
第７号 R５.４.１～R７.３.３１（２４月） 教諭
→教育職(一)２級、期末加算１０％（うち「修士課程修了にあっては３３

年以上の期間」が第７号に該当）

第８号 R２.４.１～R５.３.３１（３６月） 教諭
→教育職(一)２級、期末加算１０％

（６０月から、上記第７号に該当の２４月を引いた３６月分）

④ 勤続年数・在職年数・除算年数
右：H2.4.1～R7.3.31の期間
中：給料月額７割措置直前（H2.4.1～R6.3.31）までの期間
左：特定減額前（H2.4.1～H27.3.31）までの期間

① 退職時の給料月額（R7.3.31）

② 給料月額７割措置直前の給料月額（R6.3.31）

③ 特定減額前の給料月額（H27.3.31）
H19.4.1から退職時までの期間で、最も給料月額が高かった時点

⑤ 勤続年数・退職事由・支給率
右：退職時の勤続年数に応じた支給率
中：給料月額７割措置直前までの勤続年数に応じた支給率
左：特定減額前までの勤続年数に応じた支給率
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☞ 例③ 宮城花子さんの場合
昭和３９年８月７日生（退職時年齢６０歳）
職名：教諭
退職事由：定年扱い退職
在職年数：S６２.４.１～R７.３.３１（３８年）
除算年数：H１１.５.５～H１２.３.１５ 育児休業

H１４.１２.２５～H１５.１０.１６ 育児休業
H１８.１１.１５～H１９.１２.３１ 育児休業

最終学歴：大学４年

② 勤続年数・在職年数・除算年数
除算年数：育児休業期間が該当
勤続年数：在職年数-除算年数＝３７年1.4月

① 退職時の給料月額（R7.3.31）

④ 退職手当額の計算式
勤続年数に応じた支給率で計算

⑤ 退職手当決定額

⑥ 現金支給額

１

２

３

４

５

６

③ 調整額
第７号 R５.２.１～R７.３.３１（２６月） 教諭
→教育職(一)２級、期末加算１０％（うち「大学卒にあっては３５年以上

の期間」が第７号に該当）

第８号 R２.４.１～R５.１.３１（３４月） 教諭
→教育職(一)２級、期末加算１０％

（６０月から、上記第７号に該当の２６月を引いた３４月分）
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〇退職手当に係る所得税

〇退職手当に係る住民税（市町村民税・県民税）

〇給与に係る住民税 （令和７年４・５月分）

⇒再任用職員や臨時的任用職員として、引き続き４月以降も

給料の支給を受ける方は、退職手当からは控除されません。

〇共済組合貸付償還金
⇒退職時に貸付金の未償還金がある場合

３ 退職手当から
控除されるもの

20



 退職手当計算内訳書の控除額欄

〇給与に係る住民税

（令和７年４月・５月の２月分）
⇒再任用職員や臨時的任用職員として、引き続き４月

以降も給料の支給を受ける方は、退職手当からは

控除されません。

〇退職手当に係る所得税

〇退職手当に係る住民税

（市町村民税・県民税）

〇共済組合貸付償還金
⇒退職時に貸付金の未償還金がある場合は、退職手

当から一括償還することになります。その場合の償

還手続きはすべて福利課で行います。

※退職手当から貸付未償還金を全額控除できなかった場合は、別途

「振込依頼書」が送付されます。

退職手当決定額から、
控除額合計を差し引いた金額＝現金支給額
が、口座に振り込まれます。
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 退職手当にかかる所得税と住民税

☞ 宮城花子さんの場合
退職手当額 ２２，６６０，２７０円
在職年数（勤続年数ではないので注意） ３８年

控除額表より

基準控除額 ２０，６００，０００円

退職手当額 基準控除額 （A）

２２，６６０，２７０ － ２０，６００，０００ ＝ ２，０６０，２７０円

（A）

２，０６０，２７０円 × １/２※２

➡ １，０３０，０００円・・・所得税・住民税課税対象額
（１，０００円未満切捨）

＜所得税＞
課税対象額１９５万円以下のため

１，０３０，０００ × ０.０５ × １.０２１ ＝ ５２，５８１円

＜住民税＞
１，０３０，０００ × ６％ ＝ ６１，８００円・・・市町村民税
１，０３０，０００ × ４％ ＝ ４１，２００円・・・県民税
➡ ６１，８００ ＋ ４１，２００ ＝ １０３，０００円（１００円未満切捨）

＜所得税＞ ＜住民税＞ 合計
５２，５８１ ＋ １０３，０００ ＝ １５５，５８１円

退職手当計算内訳書の裏面が退職手当に関する税額計算書となっています。
退職所得は、他の所得と分離して課税されるため、原則として確定申告をする必要はありません。
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住民税は前年の所得に課税されます。

令和７年６月からは、各自納付となりますので、要注意！

給与天引き
で納付

退職手当
から控除
して納付

市町村から
納税通知書
送付（年４回）

令和６年度分 住民税 令和７年度分 住民税

令和５年１月～１２月
の所得に対して課税

３月まで ４・５月

令和６年１月～１２月
の所得に対して課税

６月から

 給与にかかる住民税
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12月 中旬頃 福利課より各所属へ
必要関係書類の提出通知を送付

1月
関係書類の記入
中旬～下旬 ： 所属長へ書類提出

2月

3月 ３１日 ： 退職日

4月
決定通知書の交付 （自宅あてに郵送）
下旬 ： 退職手当の振込

～所属長へ関係書類提出後～

「再就職or再就職取りやめ」
の場合は、速やかに事務担当者へ御連絡願います！

４ 退職手当の手続き
とスケジュール
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 退職手当の請求 【退職予定者】

① 退職手当に関する申出書・再就職に関す

る申立書・退職手当口座振替依頼書

② 振込口座が確認できる書類

③ 令和７年分 退職所得の受給に関する申

告書兼退職所得申告書

④ 履歴書の写し（満61・60歳の方は、提出済みのため不要）

⑤ 育児休業期間に係る確認調書
（育児休業・育児短時間勤務をした職員のみ）
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退職手当の請求 【所属長】

① 別紙様式１（本務職員用） 年度末退職予定者に係る退職

手当関係書類について

② 【退職予定者】①の書類に、受領年月日等記入

③ 給与個人票の写し（R7.1現在のもの）

④ 債権債務者登録票の写し（市町村立学校は提出不要）

【退職予定者】①～⑤、【所属長】①～④

不足書類、記入漏れ、記入誤り等

がないか確認し提出願います。
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☞退職手当に関する申出書・再就職に関する申

立書・退職手当口座振替依頼書
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退職後、本県・他自治体臨時的任用職員等になる場合、退職日と再
就職日が引き続かないよう要注意！
（再就職先で給料が下がれば、退職手当額が減となる場合がある。）
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☞令和７年分 退職所得の受給に関する申告書

兼退職所得申告書

こちらの書類を提出することで、退職手当に関する税額計算書により所得税・住民税が計算され
源泉徴収されます。
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支給時期： 退職日から１か月以内
※令和６年度末退職者は令和７年４月下旬予定

支給方法： 本人から申出があった
金融機関の口座へ振込

 退職手当の支払い

※ 振込不能となる可能性があるので
口座解約・名義変更は振込後にお願いします。
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 退職手当決定通知書等の交付書類

交付時期： 退職手当支給前
※令和６年度末退職者は令和７年４月下旬予定

交付方法： 退職者本人の自宅あてに郵送

交付書類：

退職手当決定通知書

退職手当計算内訳書

退職手当に関する税額計算書（内訳書の裏面）

令和７年分 退職所得の源泉徴収票・特別徴収票

※ 年金手続等で必要と
なる場合がありますので、
源泉徴収票の紛失には
注意願います!
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福利課HP：https://www.pref.miyagi.jp/soshiki/hukuri/

☞ 履歴書と給与明細で退職手当
額の試算ができる
「退職手当試算シート」

☞ 「退職手当の計算」

☞ 定年引上げ後６０歳を超えて
退職する職員の退職手当等
に関する説明ページ
「定年引上げ後の退職手当」

５ 福利課のＨＰの紹介
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不明な点があれば・・・

福利課 企画管理班へお問い合わせください

班宛メールアドレス

hukurp@pref.miyagi.lg.jp

御清聴ありがとうございました
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